第３章　働き方を変えるために必要なもの

「深海に生きる魚族のやうに、自らが燃えなければ何處にも光はない」

（明石海人『白描』、改造社、1939年、2頁）
１　働き方を変えるために必要なもの

1-1　議論の対象の限定化

　前章では、求められる働き方とは何かを探求しました。それらは一様ではありませんが、大きく分ければ、「公務員としての存在意義を発揮するような働き方」と「いくつもの『働く』を実現できる働き方」という2つの方向性に整理できます。

　本章では、このうち「公務員としての存在意義を発揮するような働き方」、中でも政策形成を通じて地域課題を解決していくような働き方を念頭に置きながら、「働き方を変えるための必要条件」を論じたいと思います。

1-2　働き方を変えるための必要条件

働き方を変えるには、まず、それにふさわしい「意識と姿勢」が求められます。ただし、政策形成を行うということであれば、「意識や姿勢」だけでは不十分であり、プラスアルファでさまざまな「能力」が必要になります。

しかしながら、それらが備わってもなお、「働き方改革」を実現できるとは限りません。なぜなら、一個人が改革しようとしても限界があるからです。

下手に改革のための提案や行動を起こそうとすると、既存業務の流れを混乱させる「反分子」のように見なされてしまい、組織内で孤立してしまうことも十分考えられます。変革に抗する人たちは、「ただでさえ忙しい中で、余計な業務が増えるのは困る」という懸念や、「改革に伴って、住民からの文句が増えるなどして仕事がやりにくくなるのではないか」といった懸念など、さまざまな反対論を唱えることでしょう。また、仮に組織内で合意ができても、市民、議会、組合などからの反発があるかもしれません。「働き方改革」（特に政策形成）のためには、こうしたさまざまな「壁」を乗り越えることが必要なのです。

ただ、「壁」を乗り越えるための具体的な方法と仕組みづくりについては、第6章と第7章で論じることになっています。そこで、本章では、最初の「難関」（壁）ともいえる組織内での合意形成の問題に焦点を絞り、役立つと思われる基礎的な考え方を説明するにとどめたいと思います。

２　意識と姿勢

2-1　違和感と自らの良心を大事にする―「役所に入る」という意識からの脱却

　政策形成というのは、既存の施策や仕組みでは不十分であるという認識がなければ、そもそも必要と見なされません。その意味で、第1に求められるのは、「これっておかしいんじゃないの？」という違和感を大事にすることです。それは自らの「内なる声」（＝良心）を尊重することでもあります。

　この点に関連して、私が常々問題だと思っているのは、「市役所に入る」とか「県庁に入る」といった言い方です。組織名を挙げて「～に入る」という表現をするのは公務員の世界だけではありませんが、多分に「自己を押し殺して組織に従う」というニュアンスを伴うように感じるからです
。

　もちろん、組織の中で自分勝手な主張をすることを推奨するつもりはありません。しかし、「一市民」の観点から見て「おかしい」と思うことはきちんと問題にしていくという姿勢を忘れるべきではありません。第2章の2-5でも述べたように、己の正義・良心を貫くために「身分保障」を積極的に活かすことが求められているのです。

2-2　高次の目的を意識する―事業指向型発想から政策指向型発想へ

　第2に求められるのは、自分に与えられた仕事の枠内だけで物事を考えない、より高次の目的を意識化するということです。行政学者の真山達志氏の言い方に従えば、「事業指向型発想」から「政策指向型発想」への転換ということになりましょう
。

事例として、ごみ処分場の処理能力が予定よりも早くあと2～3 年のうちに限界に達するというケースを考えてみましょう。この場合に、あなたが担当者であるとしたら、どう考えるでしょうか？「早く、新たな処分場を建設せねば」と考えるのが、ここでいう「事業指向型発想」です。

それは、既存の事業を基準として問題の解決策を講じる思考パターンを指します。言い方を変えれば、「事業指向型発想」とは、原因の解明を行わないまま、「ごみ処分場が満杯」という問題の認識から、ストレートに「新規処分場の建設」という解決策を見出すような思考パターンなわけです。

しかしながら、予定よりも早く処分場がいっぱいになりそうだということは、新たな処分場を建設しても、またすぐにいっぱいになってしまうはずです。そう考えると、上記の解決策は（それ自体必要ではあるけれども）あくまでその場しのぎの対症療法に過ぎないのです。

これに対し、原因を体系的に分析し、その原因をつぶすための案を考えていくというのが「政策指向型発想」です。たとえば、予定よりも早く処分場がいっぱいになるとすれば、ゴミになりやすい商品を大量に生み出している企業側の問題や、ゴミの出やすい商品を購入し、安易にそれを捨てている消費者側の問題に正面から取り組まない限り、抜本的な問題解決はできません。そこで、企業には「ごみの出ない商品の開発」を、消費者には「ごみを出さない工夫」を求めるなどの対応が求められます。自分に与えられた仕事の枠を超えて、体系的な分析を行い、それに基づいて解決策を考えていくというのが「政策指向型発想」なのです。

「政策指向型発想」は、「処分場の確保」といった事業レベルでの目的を考えている限りは出てきません。それは、「循環型社会の実現」といった、より高次の目的を意識化することによって初めて生み出されるといえるでしょう。
問題に対する解決策のレパートリーが膨大な先例として予め用意されており、問題解決がそれで可能ならば、「事業指向型発想」で構いません。しかしながら、政策の前提条件の変化が顕著な現代においては「政策指向型発想」でなければ問題解決が不可能なケースが増えてきているということをしっかりと踏まえておくべきではないでしょうか。

2-3　枠をはみ出す勇気を持つ―問われる「人間力」

「政策指向型発想」に基づいて行動すると、自ずと自分に与えられた仕事の「枠」をはみ出してしまいます。「枠をはみ出す」ということは、他者の所管領域に口を出すことを意味します。下手をすると、迷惑がられ、あるいは強い反発を受ける場合すらあるでしょう。しかし、にもかかわらず、この「枠をはみ出す」勇気を持つことがとても大事だと思うのです。

ただし、それは、きめ細かな根回し（配慮）や対話・コミュニケーション能力とワンセットでなければなりません。相手方の気分を害さず、協力してもらえるような「人間関係構築のうまさ」が求められます。また、時として、「相手に手柄を譲る」とか「相手に自分（＝相手）の手柄だと思い込ませる」ような「うまい手の引き方」も必要になります。要するに、「枠をはみ出す」際には「人間力」が大きく問われるのであり、だからこそ、われわれは、普段から「人間力」を磨く必要があるのです。
くれぐれも「相手が論理的な人間ならちゃんと分かってくれるはずだ」などと考え、理屈だけで相手を屈服させようとすべきではありません。相手と論争になり論破してしまったりすると、その人の顔をつぶしたことになり、決して良い結果にはつながりません。

「語っている内容や、なにをしているかということより、それをどんな風に語り、どうやっているかという部分に、その人の＜存在＞が現れる」
のであって、相手を説得できるのは、相手がその人の＜存在＞に惚れ込んだとき、もしくは、その人を認めたときだけであることを、肝に銘じるべきです。「この人となら一緒に泥をかぶれる」と相手が思ってくれるかどうかが大事なのです。

2-4　未来（長期）志向と使命感

　第4に求められるのは、使命感を持って未来（長期）志向で考えるということです。

第1章の1-1で「今までのやり方を変えようとすると、そのほうが時間かかったりするから。取り敢えず今回は、って流しちゃう」という『県庁おもてなし課』の文章を引用しましたが、（大きな問題が生じることもなく仕事が回っている限り、）短期的な視点に立てば、「これまでどおりやる」という選択肢が「得策」だと認識されてしまいがちです。3年程度で異動するような人事異動スパンを前提とすれば、なおさら、「異動するまで我慢すれば…」などとなりがちだと思います。

　しかし、そうした発想にとらわれている限り、「事なかれ主義」が蔓延し、「前例踏襲」が永遠に続くことになります。それを変えるには、強い使命感を持って長期的な視野で物事を考えることが不可欠だと思うのです。
　「夢」を抱きつづけることの大切さを説く人がいますが、その意味は、まさに以上のことと重なっているように思います。カルチュア・コンビニエンス・クラブの創業者でTSUTAYAの元・社長の増田宗昭氏の次の言葉は、（短期的な損得勘定ではなく）使命感を持って未来志向で事に当たらなければ、永遠にそれを実現することはできないということを示唆しているように思います。

「夢なんか実現しっこないと言う人もいるが、実は夢しか実現しない」

（野田智義＝金井壽宏『リーダーシップの旅』光文社新書、2007年、159頁）
2-5　できることからやってみる―「できない理由」よりも「できる方法」を！

　ところで、いざ何かを実現しようと考えると、「本当にできるんだろうか？」という発想に陥ることがしばしばあります。その結果、「できない理由」を見つけて、「やっぱり無理だ」などとあきらめることになります。

しかし、思うに、「できない理由」を探すことなど、比較的簡単なのです。そのようなことをするために公務員が存在するわけではありません。

大事なのは、やはり「やらなければならない」という使命感を持つことなのではないかと思います。「やらなければならない」とすれば、「何から始めるべきなのか？」、「どうすればできるのか？」という前向きな思考になるからです。

　求められているのは、「できない理由」ではなく、「できる方法」を見出すことなのです。そして、そのためにもまずは「できることからやってみる」ことが大事なのではないでしょうか。

2-6　楽しむ心と感謝の気持ちを！

　ただ、急いで付け加えておきたいことがあります。それは、使命感ばかりが強くなり過ぎるのはまずいということです。もちろん、うまくいく時にはそれでもいいのですが、うまくいかないと、使命感だけでは精神的につらくなるからです。使命感が大事なのは間違いないのですが、同時に、「楽しむ心」を併せ持つことが肝要だと考えます。楽しくなければ、人は何事も続けられないのです。

「楽しむ心」を持てるようになると、「自分は、このまちのためにがんばっている」という発想だけでなく、「まちを使って楽しませてもらっている」あるいは「まちを使って自己実現をさせてもらっている」という「感謝の気持ち」が生まれてくるように思います
。

「できる方法」を提案しても、周りがそれに乗ってこないことがしばしばあります。こんなとき、使命感ばかりが強いと、「このまちのために自分はこんなにがんばっているのに…」というような後ろ向きの気持ちになりがちです。しかし、「感謝の気持ち」を抱いていれば、「自分が好きでやっているんだから、気分を切り替えてまたやっていくしかないな」などと前向きに考えることができるのではないでしょうか。

そして、その前向きな態度がいずれ実を結ぶのだと思います。住民からの「ありがとう」を聞くためには、まず自分自身が仕事に対し「ありがとう」という気持ちを持つことが大事なのかもしれません。

2-7　「余分な仕事」はしない―メリハリの必要性

　真摯な仕事を目指す一方で、忙しさに追われ、燃え尽きてしまうことのないように意識しなければなりません。また、上記のようにいろいろと「考える」ためには、ある程度の「余裕」が必要であり、そのためにも、ある程度、余力を創り出す必要があります。

　この点で求められるのは、「余分な仕事はしない」という姿勢だと思います。この点に関連して私はしばしば次のような問いを授業や研修の場で投げかけるようにしています
。

【設問】
ある日、急ぎの重大案件を抱えた某部長は、部下のＡ君とＢ君に下命することにした。その案件は、期限は明日の朝までで、合格ラインは80点であるとする｡
Ａ君は、頭脳優秀な職員で、要領よく夕方5時までに仕上げて、さっさとアフター5を楽しみに帰った。出来ばえは85点であった｡Ｂ君は、頭脳はあまり優秀ではないが、まじめで努力家で、徹夜して仕上げた。出来ばえは90点であった｡
さて、上司としてどちらにいい評価をつけるべきであろうか。その理由も挙げよ。

いかがでしょうか？

A君、B君、それぞれ高く評価する理由づけはできるわけですが、この話をする際に私が強調するのは、「80点をとるのはさほど難しくはない。しかし、80点から5点刻みで上げていくために要する努力量というのは、100点に近づくほど大きくなる」という点です。つまり、条件としての「合格ライン80点」というのは、「最低限これだけはクリアしなければいけない」という意味であると同時に、「あまりそれ以上やりすぎるな」という意味をも含むと考えられるのです。

読者の皆さんも仕事に際して、必要以上に細部にこだわったり、完璧を目指したりしてはいないでしょうか？

もちろん、完璧を要する仕事も中にはあります。しかし、そうでない仕事も珍しくないはずです。そうした見極めをしながら、「常に100点ばかりを目指さない」という姿勢が求められているように思います。

2-8　上司を上手に使ってあげる

　そうした姿勢が特に必要になるのは、上司への説明資料作成の場面です。上司への説明資料の作成などというのは、充実させようとすればキリがありません。「もしかしたら必要かもしれない」という程度にもかかわらず、「念のため」と思って資料を作成したりすると、資料の量は爆発的に増大します。それでは資料作成をする本人が大変なことはもちろんのこと、上司にとっても、読みきれなかったり、目を通すだけで膨大な時間を要することになります。しかも、結局、そうした資料はほとんどの場合使われないのです。不要な資料作りに膨大な時間をかけるほど馬鹿馬鹿しいことはありません。

上司としても「できるだけ資料は簡潔にして欲しい」と思っているはずです。ところが、「情報の非対称性」（情報格差）があるために、上司は、何をどう指示すればいいのか分からないのです。

そこで大事なのが、こまめに上司と相談することです。ただし、「この資料は必要ないでしょうか？」などという聞き方はしない方がいいです。そのように聞かれても上司には判断しきれないことが多いからです。むしろ、「必要な資料はこれとこれでいいですね？」とこちら側の判断を確認するような言い方をした方が、上司としても「そうだな」と言いやすいように思います
。

　そのようにして、上司を上手に使ってあげることがさまざまな無駄をなくし、余力を創り出す第一歩なのではないでしょうか
。

2-9　腐らない、あきらめない

「働き方改革」を目指してもそれが実現できるとは限りません。うまくいかず、「浮いた存在」になってしまい、場合によっては、閑職に回されることすらあるかもしれません。

こういう時には、くれぐれもやる気を失わないようにしなければなりません。腐らずに、「次のチャンスのための準備期間」と考えて、充電に充てるべきです。あきらめずに準備しておけば、次のチャンスは必ず回ってきます。逆にいえば、準備しておかないと、チャンスを活かすことはできませんし、そもそもチャンスが与えられることもないでしょう。野球でも、日頃から素振りをしないような選手には、監督も代打のチャンスを与えないではありませんか？

そこで腐らないための工夫が必要になるわけですが、大蔵省出身で、後に国土庁の事務次官を務めた久保田勇夫氏は、不遇な時期に自らに言い聞かせる心構えを次のような句に託していたそうです。

「いずれ又　咲く日もあろう　梅の花」

（久保田勇夫『役人道入門』中央公論新社、2002年、154頁）

同様に、後に東京裁判で絞首刑を宣告された元・総理の広田弘毅氏は、外交官時代に左遷ともいうべきオランダ公使に任じられた際、次のような句を詠んだそうです。

「風車、風が吹くまで　昼寝かな」

（城山三郎『落日燃ゆ』新潮文庫、1986年（初版は1974年）、76頁）

こうした句を心に留めながら、ジッと耐えることも時には必要なのです。

2-10　「本当の自分」幻想（青い鳥症候群）からの脱却

　ところが、うまくいかないと、その原因を自分の外側にのみ見出して、「こんな職場環境では『本当の自分の力』は発揮できない」などと考えて腐ってしまったり、「もっといい職場があるはずだ」、「もっと自分の能力を活かせる仕事があるはずだ」などと考えて、安易に仕事を辞めて転職してしまったりする人がいます。

このような「『本当の自分』探し」と、本報告書で語ってきた「自己実現」とは、似て非なるものです。そこで、やや蛇足になるかもしれませんが、こうした「『本当の自分』探し」について一言申し上げておきたいと思います。

「自分探し」をすること自体が必ずしも悪いわけではありません。ですが、「本当の自分」や「自分の適性にぴったり合った仕事」をどこかに「ある」ものとしてとらえ、それを探そうとするのは間違いです。「本当の自分」など、人生を振り返った時にしか分からないのであって、それは「創っていくもの」だからです。

「もっと自分には適切な場所があるはずだ」、「自分は、本当はもっとできるはずであり、悪いのはそれを理解しない周りの人たちだ」という考えは、多くの場合、「現実逃避」に過ぎません。本当に必要なのは、自分の弱点を直視し、改善していく勇気と、「いまの環境下でどうやって道を切り拓くか？」という発想と覚悟です。そのためには、「本当の自分」は常に未完成であって「創っていくもの」であるという自覚、それこそが大事であるように思います。鷲田清一氏の次の言葉も同様の認識に基づいているように思います。

「私にしかできないことがあるから、この仕事をするんじゃなくて、誰でもできることを繰り返しているうちに、その人にしかできないやり方が生まれてきて、それをまわりが認める」

（西村佳哲『自分の仕事を考える3日間』弘文堂、2009年、231頁）

３　求められる諸能力

本章の冒頭で述べたとおり、政策形成を行う場合に関していえば、以上のような意識と姿勢だけでは不十分であり、さまざまな能力が同時に求められます。それらは大きく分ければ、「問題発見能力」と「政策形成能力」、そして「ネットワーク力」からなると考えられます。以下、順に述べていきましょう

3-1　観察力（現場力）―問題発見能力①

　まず、問題発見能力は、少なくとも、「観察力」（現場力）、洞察力、感じる能力（感性）からなります。

　第1に、「観察力」です。これは、「目に見えるものを丁寧に正確に把握する」ことを意味します。自治体職員について言えば、現場を訪れ、話を聞き、人々が日々の暮らしの中でどのようなことに困っているのか、誰が何を求めているのか、地域ごとにニーズがどのように異なるのか、ニーズが経年的にどのように変化してきているのかといった点をしっかりと把握することだといえるでしょう。

　この能力は、とにかくフットワークを軽くして、とことん現場を歩きまわることによって醸成されます。自治体職員にとっては必要不可欠な能力だと言えましょう。

3-2　洞察力―問題発見能力②

　第2に、「洞察力」です。これは、一見、「観察力」と似ていますが、「目に見えないものを見る」という点で異なります。観察した結果得られた情報の裏に潜む問題点を見出したり、統計的に得られた客観的な数値データの中から何らかの傾向なり問題点を見出したりする、というのがその具体例になります。

　この能力は、簡単には手に入りません。さまざまな本を読んだり、自主研究グループに参加したり、講演会を聞きに行ったりしないと得られないのです。しかし、だからこそ、得る価値が高い能力だともいえます。

　

3-3　感じる力（感性）―問題発見能力③

　第3に、「感じる力」（感性）です。先に述べた「違和感」や「自らの良心」とも関連する力ですが、そこにとどまらず、人々の心の痛みへの「共感力」なども含みます。その力が見事に発揮されていると私がいつも感心するのが、詩人・金子みすゞの次の詩です。

“積もった雪”

上の雪

さむかろな。

つめたい月がさしていて。

下の雪

重かろな。

何百人ものせていて。

中の雪

さみしかろな。

空も地面（じべた）もみえないで。

（金子みすゞ『金子みすゞ童謡集』（ハルキ文庫）角川書店、1998年、179頁）

　普通は「積もった雪」としか認識されないものを3つに分けて考え、さらに、それぞれのつらさ・悲しみに思いを馳せているというのは、本当にすごいと思います。

われわれは多くの場合、「目で見ている」だけで、そこに潜む問題点に気づかないまま見過ごしがちです。それを見逃さず、気に留めることができるかどうかを左右するのが「感じる力」（感性）の有無です。

　この種の「感じる力」（感性）は、おそらく何気ない日々の生活の中で磨かれるものです。日々、小説を読んだり、絵を見たり、音楽を聴いたり、映画を観たりして「心」を磨くしかないのかもしれません。

3-4　「政策事実」構築能力―政策形成能力①

　問題が発見できれば、次に求められるのは、その問題が現に存在することの客観的なデータ収集と、その問題が取り組むべき重要な問題であることの根拠づけです。たとえば、「地域公共交通の衰退」に取り組もうとする場合、現に当該地域で公共交通が衰退しているという質的・量的な客観的データ（事例や数量的データ）を集め、同時に、「このまま放っておくとまずい」ということを他都市の事例や学者の主張などをもとにして根拠づけるという作業になります。

この根拠づけがしっかりなされないと、「君の話を聞いていると、現状がどうなっているかという点を問うても、『だいたい～くらいではないかと思います』といった話ばかりで、事実の根拠づけが推測の域を出ていない。説得力に欠けていて、お話にならない」とか、「現状のままではまずいというが、それは君が勝手にそう思っているだけなのであって、いますぐ取り組むべき重要課題とはいえないのではないか。もっと他に取り組むべき課題があるだろう」などと反論されてしまいます。

法律の制定を根拠づけ、法律の合理性を支える社会的・経済的・文化的・政治的・科学的な一般事実のことを「立法事実」といいますが、まさにここで求められているのは、政策形成を根拠づけるような事実の構築です。ここではそれを、「立法事実」をもじって「政策事実」と呼びましょう。

「政策事実」を構築するためには、どのようなデータがどこにあるのかを知らねばなりませんし、問題の重要性を根拠づけられるだけの一定の知識（他自治体の取り組み等に関する知識、学者の見解に関する知識など）を有している必要性があります。

3-5　分析能力―政策形成能力②

「政策事実」を構築できれば、次に求められるのは、当該問題の原因についての体系的な分析です。原因さえ分かれば、それをつぶすことで問題点を解消することができるはずです。

われわれは学校教育を通じて「3＋7＝□」タイプの勉強をしてきました。しかし、ここで求められるのは、「○＋●＝10」というタイプの思考能力です。つまり、初めから所与の「式」が与えられて、決まった答えを導き出すのではなく、答えから逆算して「式」そのものを発見していくような能力、これが「分析能力」なのです。

　ちなみに、私自身は、次のような図式を基本に据えて分析することが有益だと考えています
。

　Y＝ax+by+cz……

ここでYは、解決すべき問題を指します。一方、x、y、zは、その問題を引き起こしている原因です。原因（独立変数）は複数あり（x、y、z…）、それらが複合的に作用して、結果（従属変数：Y）を引き起こしているというわけです。

係数a、b、cは、原因x、y、zがそれぞれどの程度重要なのか、問題を規定している度合いを指します。もし、a＞b＞cであれば、原因の重要度は、x＞y＞zということになります。この場合、優先順位としては、より重要な原因xをまず解消するような解決策が求められることになります。逆にいえば、cが限りなくゼロに近いなら、zという原因の影響は微々たるものなので、無視しても構わないかもしれません。

　いずれにせよ、以上のように、問題を分析して、その原因とそれぞれの重要度合いを見極めることが、政策形成の最も重要なポイントになります。

3-6　「既存政策の見極め」能力―政策形成能力③

　しかし、重要な問題については、すでに何らかの取り組みがなされているのが通常です。そこで、国レベル、県レベル、市町村レベルのそれぞれにおいて、当該問題に関してどのような政策（施策・制度）が存在するかを確認する必要があります。

　ただし、それらが十分な効果を上げていないからこそ、問題が生じているわけですから、次に、既存政策の到達点と不十分な点を見極める作業を行わなければなりません。

　3-5の分析を通じて「重要度の高い原因」とされたものであっても、既存政策による取り組みがなされており、かつ、それによる効果が今後期待できるようであれば、それについて、別個に新たな政策を講じる必要性はありません。あくまで、政策形成が必要になるのは、既存の取り組みでは十分でなく、同時に、いまのまま放っておいてはいけないような場合です。

逆にいえば、「既存政策の見極め」が不十分だと、不必要な政策が形成されてしまうのです。「既存政策の見極め」を通じた「取り組むべき課題」の設定は極めて重要です。

3-7　「解決策の論理的構築・検証」能力―政策形成能力④

　以上のように、「分析」を通じて、問題の原因となっている事象・事柄とそれぞれの重要度合いを把握し、「既存政策の見極め」を通じて、「何が取り組むべき課題（原因）か」を設定できれば、いよいよ、その課題（原因）を解消するような解決策（政策案）を考案することになります。

　解決策は、①目的（最終的に達成したい政策の意図）、②目標（具体的な達成水準、基準）、③対象（ターゲット集団、対象事象）、④介入の基本方針（直接関与or民間化or協働）、⑤政策手法（対象に働きかける具体的手段）、⑥リソース（権限、マンパワー、予算、情報）、⑦実施体制（組織体制と組織間関係）、⑧手続き（権限行使の手続、参加手続、処理手順）の全部もしくは一部から構成されます
。

　ただし、その解決策は、以下の諸基準をクリアするものでなければなりません
。

（A）必要性：当該政策が必要か（＝「政策事実」の確認）、他の手段で対応できないか

（B）有効性：当該政策が目的実現にどの程度寄与するか

（C）効率性：当該政策の執行コストとそれによって生じる効果のバランスはとれている

　　か、無駄はないか。

（D）公平性：住民間の公平性・平等性に問題がないか

（E）協働性：住民参加やNPO等との協働に配慮しているか

（F）適法性：憲法、法律・条例に適合しているか、比例原則や平等原則に反してないか
（G）実行可能性：当該政策は実行可能か

以上のような一連の作業を行うための「解決策の論理的構築・検証」能力は、独学プラス実践でしか身につかないもののように思います。

3-8　「予測＋対応方策の盛り込み」能力―政策形成能力⑤

さらに、当該政策を実施した場合に生じるであろう事柄を予測した上で、それへの対応方策がきちんと盛り込まれているかどうかを確認し、盛り込まれていなければ、追加的に対応方策を盛り込む必要があります。

第1に、当該政策（施策）を実行した場合にどのような波及効果があるのかを考えておく必要性があります。そうでないと、意図せざる「副作用」が生じてしまう可能性があるからです。具体例を示しましょう。

国の制度ですが、ハローワーク等を通じて紹介された高齢者等を継続的に雇うと「特定求職者雇用開発助成金」がもらえます。たとえば、高年齢者（60歳以上65歳未満）や母子家庭の母等を雇った場合、1年目限定ですが、大企業は50万円、中小企業は90万円がもらえるわけです。ところが、中には、これを使って委託額を安く設定する事業者がいます。それによって競争が激化し、不当な市場価格が形成されて、継続雇用が困難化してしまうとすれば、まさに、助成金の意図せざる「副作用」といえましょう
。

また、日本ではちょっと考えにくい事例ですが、“麻薬取り締まり強化が麻薬の希少性を高め、価格上昇を惹起し、そのことによって麻薬入手困難に陥った麻薬常用者が資金獲得のための強盗などの犯罪を起こす確率が高まる”などという｢副作用｣も考えられます。

第2に、“当該政策の対象集団がどのような対応をしてくるのか”を考えておく必要があります。特に規制政策の場合には、対象集団もしくは対象者がその規制の網をかいくぐろうとしてくる可能性がありますので、要注意です。

たとえば、規制対象面積を「1000㎡以上」とした場合、「999㎡」にして申請してきたり、面積を区分して別々に申請してきたりというのはよくあるケースです。

また、国法の例になりますが、1985年の医療法改正は、医療施設の量的整備が全国的にほぼ達成されたことに伴い、医療資源の地域編在の是正と医療施設の連携の推進を目指して、都道府県による地域医療計画を通じた総量規制を導入するものでした。ところが、地域医療計画の策定までのタイムラグを利用して駆け込み申請が相次いだため、意図に反し、その数は増大してしまいました。制度導入が完全に裏目に出てしまったのです
。

　こうした「副作用」や「対象集団の戦略的行動」について、新規政策を立案する段階で完全予測することはかなり困難です。それゆえ、第1に、国内外の先行事例・類似事例を調べる際の「学び方」に一工夫する必要があります。すなわち、単に、政策の中身だけを学ぶのではなく、その「副作用」や「対象集団の戦略行動」も含めた形で“当該政策を実行したことによって実際に何が起こったのか”をしっかり把握する必要があるのです。第2に、そうした予測ができず、有効な対応策を事前に考案できなかった場合には、実施後、できるだけ早い段階で政策（施策）を見直し、修正を加えるという柔軟な姿勢が肝要です。

　

3-9　「機能条件の見極め」能力―政策形成能力⑥

解決策をゼロから作るのはとても大変ですが、他の自治体や諸外国の先進的取り組みから学べば、ハードルはぐっと下がります。

ただし、自治体ごとに置かれている環境条件が異なるはずですから、先行事例の単なる引き写しでは困ります。言い換えれば、当該政策が有効に機能するための条件を見極める作業が不可欠なのです。

　ちょっと分かりにくいかもしれないので、私の個人的な体験をお話しましょう。実は私は、家から約20分ほど離れた場所に畑を借りて野菜を作っています。借りた当初はまだ整備して間もない畑だったものですから、土地は痩せており、ミミズもいない状況でした。それが、肥やしをたくさん投入した結果でしょうか、最近はミミズも結構いるようになったのです。ミミズがいると土地はさらに肥えます。ですので、私はミミズを見るたびにうれしく思っていました。

　ところが、ある日、農作業をしていると近くで二人の老婦人が次のような会話をしていたのです。

A:「最近うちの畑、ミミズが増えてきたの。今年はたくさん野菜が採れるかも」

B:「ミミズが増えるっていうのは必ずしも良いことばかりではないわよ」

A:「どういうこと？ミミズが多ければ土地も肥えるんでしょ？」

B:「それはそうだけど、うちの畑なんか、ミミズが多いから、ミミズを食べにモグラがやってくるのよ。それで、畑が穴ぼこだらけになって本当に困っているの」

　私は、この会話を聞きながら、「なるほどー。一見、良いことづくめのように見えることでも、条件次第でマイナスに作用にしてしまうのだなぁ」とつくづく感心したのでした。

　政策の場合も同じです。ある自治体でうまくいっているからといって、別の自治体でうまく機能するとは限らないのです。繰り返しになりますが、先行事例を参考する際に大事なのは、「機能条件の見極め」です。

3-10　「飛ぶ」力―政策形成能力⑦

　以上のような、一連の論理的な分析に基づく解決策の創出というのはとても大事です。

しかし、そこから得られる解決策は、「現状の問題の解消」のための案にとどまりがちであり、そこから、想像力豊かな、奇抜な案はなかなか出てきません。そこで求められるのが、「飛ぶ」力ということになります。

　「飛ぶ」力が見事に発揮された事例として、オーストラリアのクイーンズランド州観光公社が観光PRの一環として行った「世界最高の仕事」作戦があります。具体的には、ハミルトン島の管理人として、2008年7月1日からの半年間、3億円の豪邸に住み、島を巡回したり、海に潜ったりして生活ぶりや島の魅力をブログで紹介すれば、報酬15万豪ドル（約1200万円）をもらえるというものです。「世界最高の仕事」と銘打って公募が発表されると世界中で話題となり、約200の国・地域から3万4684人が応募しました。その応募条件は以下のようなものでした。

・優れたコミュニケーションスキルを持っていること

・ハイレベルの英語のライティングスキル、および、英会話のスキルを持っていること

・冒険が好きなこと

・自ら新しいことにチャレンジする気持ちを持っていること

・アウトドアが好きなこと

・水泳が得意なこと、そして、シュノーケル・ダイビングが好きなこと

・他の人と協力することができること

・同じような生活を、少なくとも1年間は経験したことがあること

・応募するには、なぜ自分が最も適しているのかを説明し、グレートバリアリーフに関する知識を持っていることを証明するため、1分間の動画を作成する必要がある。そして、応募フォームに記入する。

　　

まず、第1次選考で22ヶ国50人の候補者が選出されました。この中から最終候補者として、クイーンズランド州観光公社が10人を選び、さらに一般の人気投票でもう1人を選ぶとされていたのですが、なぜか実際に最終選考に残ったのは16人でした。この16人に日本人が残ったことをご記憶の方もおられるかもしれません。おそらく、注目を集めるために、潜在的に多くの旅行客が見込まれる国の候補者を戦略的に最後まで残したのでしょう。
それはともかく、こうしたプロセスそのものをPR手段とした「世界最高の仕事」作戦は、爆発的な関心を集め、見事に成功しました。その宣伝効果は、実に1億1000万豪ドル（約90億円）にも上るそうです。

まったく「お見事！」の一言ですが、こうした奇想天外な発想は、「Y=ax+by＋cz」式の論理的な分析思考からは絶対に出てきません
。おそらく「何か思い切り面白いことができないだろうか？」と、ああでもない、こうでもないと考えているうちに「プロセスそのものを楽しむような仕掛けはできないだろうか？」という原案のようなものが突然ひらめいたのだろうと思います。このように論理的思考を逸脱してひらめく力こそ、「飛ぶ」力に他なりません。

　「飛ぶ」力は、それがうまく炸裂した時にはすごいのですが、多くの場合、単なる「場当たり的な思いつき」にとどまります。つまり、問題解決につながらないばかりか、仮に多少プラスに作用するにせよ、費用対効果を考えればやらない方がずっとマシであるような駄策しか出てこないことがほとんどなのです。

それゆえ、「飛んだ」後は、それが本当に有効なのかを、事後的にきちんと論理的に検証する必要があります。つまり、いくら「飛ぶ」といっても、最後まで論理が欠如したままではやはり駄目なのです。「飛ぶ」力と「論理的検証」能力とはワンセットであるべきです。「飛びっぱなし」にならないように、是非気をつけてください。

3-11　「他者の力を借りる」能力―ネットワーク力①

ここまでお読みの方の中には、「これだけたくさんの能力を身につけることなど自分にはとても無理だ」とお感じになった方も少なくないかもしれません。しかし、実は、ある方法を用いれば、自分自身がこれらの能力を身につけていなくても、それをカバーすることは可能なのです。それは、これらの能力を身につけている人の力を借りるという方法です
。

この点でとても大事になるのが、「誰を知っており、知っている人を知っているか」
という点です。そのためには、「ネットワーク力」がカギになります。その重要性をコンパクトかつ見事に表現しているのが、漫画『コンシェルジュ』（原作：いしぜきひでゆき、漫画：藤栄道彦）の中で、アメリカ大統領がとても優秀な自分の娘に向かって述べる次のセリフです。

「お前は優秀だが…まだわからんかなぁ…（中略）…

…もし…仮に…私が雇うならお前じゃない。…彼女…だ。

　お前はお前一人が優秀なだけだが、彼女の後ろにはお前みたいなのが何人もいるんだよ」

（『コンシェルジュ』21巻、新潮社、2010年、125頁、147～148頁）

　こうしたネットワーク力を獲得するためには、①市町村アカデミーや自治大学校に行ったり、自治体学会、自治体法務研究会、自治研といった市民・職員・研究者のネットワークの場に顔を出したり、趣味の世界で異分野の人と出会ったりといった具合に、日常業務の範囲を超えて、どれだけ多くの人と知り合えるか、そして、②その1つひとつの出会いをどこまで大切にできるか、③「この人、面白いな」と相手に思わせることができるかどうか
といった点が、重要なポイントになるように思います。

3-12　「気づき」と協働の基盤形成―ネットワーク力②

ネットワーク力は、有能な人物に自分の足りない部分を補ってもらうためだけに存在するわけではありません。それは、「気づき」や協働の基盤形成にもつながります。

たとえば、第2章の1-3で、行政の世界では「みんなが行きたくなるような観光マップを作ろう」という意見が出ても、もっともらしい「公平論」が唱えられることによって実現が阻まれやすいという話をしました。しかし、民間の世界では、こうした「公平論」は通常問題にされないわけです。そのこと自体は当たり前なことなのですが、日常業務だけにどっぷりつかっていると、そのことが有するインプリケーション（含意）にまで思い至ることはなかなかありません。

そのインプリケーションとは「民間と協働すれば、上記のような『公平論』の壁を突破できるかもしれない」ということです。より具体的に言えば、観光マップを行政が直接作成するのではなく、NPOに自主的に作成してもらい、行政は補助金等でそれをバックアップするという方法がありうるわけです。さらに、そうした活動をしてくれそうなＮＰＯの関係者と知り合いになっていれば、その実現はさほど難しくはありません。

行政内外のさまざまな人々との交流は、このような有用な「気づき」や「他の主体との協働」を実現するための関係基盤を与えてくれる可能性を秘めているのです。

４　「壁」を乗り越える際の基礎となる考え方

　

4-1　個人の限界と首長・上司などの重要性

　ここまでの節では、個人レベルでの意識改革や能力開発の必要性について述べてきました。しかし、一個人には限界があります。政策形成などの新たな取り組みが実現するか否かは、他者からの協力の調達や利害関係者との合意形成を含む組織プロセスがうまくいくかどうかにかかっているのです。しかし、ここにさまざまな「壁」が存在するわけです。

まず、新たな問題提起をするだけでも、周囲の冷たい視線にさらされ、組織内で孤立してしまうことすらあります。また、そこまでひどくなくても、せっかく提案したにもかかわらず周りの同意が得られず、徒労感だけが残ることは決して珍しくありません。そうなると、そもそも改革を口にすることすら億劫になってしまいます。

そのため、首長や上司が自由に物事を言える雰囲気作りをしてくれるかどうか、“がんばる職員”を守ってくれるかどうか、バックアップしてくれるかどうかといったことがとても大事になってくるわけです。実際、そういう行動をとってくれる首長や上司がトップに座ることで、職場の雰囲気がガラっと変わることも珍しくありません。

しかしながら、そうした首長や上司（あるいはそれらに頼らずとも同様の機能が期待できるような仕組み）が常に得られるとは限りません。というより、得られないことの方が多いかもしれません。そうした場合に、たとえば、「上司が無理解だから仕方ないのだ」などとあきらめてしまってよいのでしょうか？

上でも述べたように、一個人にできることに限界があるのは間違いありません。しかし、周りの同僚が賛同し、仲間になってくれれば、かなりのことができるというのも事実だと思うのです。

そこで、以下では、最初の難関（壁）ともいえる組織内での合意形成の問題に議論を限定した上で、それに役立つと思われる基礎的な考え方を説明し、そこから得られる知見をお示ししたいと思います。

　

4-2　限界質量の理論とは―他者の協力を得て物事を動かすための基礎理論

　物事を動かすために必要な他者の協力・賛同が得られず、改革提案が挫折するというようなことは、いかなる組織においてもよくあることです。こうした場合に、「うちの組織はやる気のない連中ばかりでどうしようもない」とか「隣の自治体とうちの自治体とでは組織風土がまったく異なる。うちの自治体では改革しようとしても何も変えられない。隣の自治体がうらやましい」などと考えているとすれば、それは、多くの場合、「間違い」です。そのことを説得的に示しているのが、次に見る「限界質量の理論」です
。

　「合理的行為者」を前提とするオーソドックな経済学とは異なり、人間は必ずしも自己利益の最大化を追求しているわけではない、というのがこの理論の前提です。言い換えると、この理論は、“人間は基本的に「みんなが協力するなら自分も」という気持ちを持っている”という前提に立っています。

もっとも、どれくらいの人間が協力してくれれば自分も協力する気になるかという程度は、人によって異なります。すなわち、大多数の人が協力していなければ協力しないという「利己主義者」に近い人もいれば、他の1人でも協力するなら自分も協力しても良いと考える「清貧主義者」に近い人もいるわけです。そして、それぞれのタイプがどのくらいの比率で存在するかは、組織（集団）によって異なります。

ただし、A組織（集団）は「利己主義者」ばかりで、B（集団）は「清貧主義者」ばかりなどということは通常はありえません。しばしば「2対6対2」の原理などと言われたりしますが、清貧主義者に比較的近い人たちはせいぜい2割、逆に利己主義者に近い人もせいぜい2割であり、他の6割はどちらともいえないというのが一般的な組織（集団）の姿なのではないでしょうか。

したがって、同様の改革提案に直面した2つの組織（集団）での人々の協力率（賛同率）が異なるからといって、一方の組織（集団）には協力的な傾向を持つ人々が多く、他方の組織（集団）には非協力的な傾向を持つ人々が多いといった具合に、その2つの組織（集団）が異なった種類の人々から構成されているとは限りません。

　実は、同一組織（集団）であっても、次の図に示されているように、「初期値」が異なっていれば、まったく逆の結果が生じうるのです。

図１　限界質量のイメージ

[image: image1.emf]
（出典：山岸俊男『日本の「安心」はなぜ消えたのか？』集英社、2008年、197頁）

この図は、最初に、組織（集団）全体の50％の人が意見に賛成していると、結果的に58％の人が賛成に加わってくれる。そして、58％が賛成になるとさらに賛成率は68％になり、それによって今度は77％の人が賛成になるといった具合に、まさに「雪だるま」式に増えることを意味しています。この「良循環」は87％のところまで行き、それで頭打ちとなります。これは、他者が賛成しようが絶対に協力しないという「われ関せず」タイプの人が13％存在することを意味します。

　逆に、最初の段階で、30％しか賛成する者がいなかった場合にどうなるかというと、「悪循環」が生じ、10％のところで頭打ちとなるわけです。

　このように、最初に50％を動員できれば、最終結果は87％という「協力行動の安定状態」が出現し、逆に、最初に30％しか動員できなければ、最終結果は10％となって「非協力の安定状態」が生じることになります。この図の分岐点（＝限界質量）は40％であり、これよりも1％でも上回れば「協力行動の安定状態」が生じ、1％でも下回れば「非協力行動の安定状態」が生じることになるわけです。

　「全然違う」と思い込んでいた他自治体との差異は、実は、初期におけるこのわずかな1%の賛成割合の違いに起因するのかもしれません。つまり、結果だけ見ているとまったく違うように見えても、組織メンバーの協力度合いにはまったく違いはないのかもしれないのです。あきらめてはいけません。

　以下、「協力行動の安定状態」の実現に役立つと思われる知見を限界質量の理論から引き出したいと思います。

4-3　最初が肝心！―「協力行動の安定状態」を導くための知見①

　限界質量の理論から引き出せる知見の第1は、「最初が肝心」ということです。最初に多数派を構成できれば、物事は雪だるま式にうまくいくわけです。逆に最初が駄目だと、「負のスパイラル」に陥って、瞬く間に「非協力の安定状態」になってしまいます。

それゆえ、組織（集団）においては、いわゆる「根回し」と「物事をオープンにするタイミング」が決定的に大事だということになります。

「正しいことを言えば理解してもらえるはずだ」などと考え、いきなりオープンな場で正論を語ってしまうのはアウトです。まずは、人徳があり、周りに影響を与えると思う人をじっくりと口説き、その人に味方になってもらうことが肝要でしょう。焦ってはいけません。そして、「これならいける」という判断ができてから、オープンにして一気に物事を進めると良いと思います。（そして、組織内での合意形成プロセスがうまくいった暁には、組織外にオープンにして透明性を高め、説明責任を果たすべきです。）

4-4　オフサイトミーティングの活用―「協力行動の安定状態」を導くための知見②

　知見の第2は、「人々の多くは、他者の判断を見てから判断をする」ということです。言い換えれば、他者の見解がよく分からない状態では自分自身の判断ができないわけです。それゆえ、お互いが何をどう考えているかについてきちんとコミュニケーションがとれているかどうかが大事になります。

上で述べた「根回し」は「1対1」型の少数コミュニケーションを基本としているため、（「あの人も賛成しているよ」などと言って口説くわけですが、）「みんながどう思っているかを知る」上では限界があります。

おそらく、その限界をいくらか補ってきたのが、「職場での飲み会の場」だったのではないでしょうか？しかし、それが最近減ってきているとすれば、それに代わるコミュニケーションの方法を考えていく必要性があります。

　この点で可能性を大いに秘めていると思われるのが、「オフサイトミーティング」です。いまやあちこちの自治体で実践されているのでご存知の方も多いと思いますが、簡単にいえば、「職位等の肩書・立場を抜きにして、気楽にまじめな話をする場」ということになります。結論を求めず、ざっくばらんに、悩みも含めて語り合い、相手を否定せずにお互いに耳を傾けるというような点に特徴を持ちます。
　上記の「根回し」がある程度できた段階で、こうした場を持つと良いのではないでしょうか。
4-5　バカ者になる！―「協力行動の安定状態」を導くための知見③
　限界質量の理論から引き出せる知見の第3は、「一旦非協力で安定状態になってしまった場合には、一気に限界質量以上の状況を作らないと、あっという間に元の木阿弥になってしまう」という点です。図1に基づいていえば、賛成10%の「非協力安定状態」がすでに出現している場合には、がんばって賛成30％まで引き上げたとしても、すぐに元に戻ってしまうということです。40％の限界質量を超える状態を一気に作らないと意味がないのです。

　そこで、社会心理学者の山岸俊男氏が強調するのが「『アメとムチ』の活用の重要性」です。つまり、協力者に便益を与え、非協力者に苦痛を与えることで、限界質量を一気に達成すべきことを主張しているのです。

　そうした実践の具体例を示してくれているのが、NPO「グリーンバレー」
理事長の大南信也氏の次のコメントです。

「たとえばある課題に僕らが直面していて、ひょっとしてうまくいかんかったら、みんなが25万円ずつ負担せんかったらいかんかもわからんなというようなとき。そこでみんなちょっと引いてしまう。でも、そういうときに見せ金を打つ。たとえば机の上に100万円置いて、『こんだけあるやない。なにお金の心配しよんの。いざとなったらこれ使わんか』って見せる。そうすると結局その100万円は使わんでも、なんだかんだできてゆく。これ不思議な。人間が思いきるか。そこで決断するか、せんかだけの話なんよ。中途半端にしとる人間がおったらみんな引いていく。ほんでも安心してパンパン気持ち揃えて前に出て行けば、ちゃんと乗り越えられるのよな。」

（西村佳哲『自分の仕事を考える3日間』弘文堂、2009年、101頁）

　要するに、大南氏は、「金銭的な心配はいらない」という安心感（アメ）を与えることで、一気に限界質量を超える状況を作ってしまったわけです。

　行政においては、「見せ金をうつ」というような形でのアメの与え方はできませんし、非協力者に対して苦痛を与えること（＝ムチ）も通常は困難です。しかし、違う形でアメを与えることは不可能ではありません。

　たとえば、「面倒くさいことは僕（私）がするから」と周りに安心感を与える、自分自身ができることから実践している姿を見せることで「やれる」という安心感を与えながら、同時にその楽しさを伝える、といった形がそれです。

　実は、これは従前まちづくりに必要な三要素として言及されてきた「よそ者、バカ者、若者」のうちの「バカ者」と呼ばれる人々が通常やっていることなのです。

　バカ者は、単に周りにアメを与える存在にとどまりません。彼（女）らの真摯な行動は周りに感動を与えます。その結果、それまで「自分以外に協力者が5人いたら、自分も協力しよう」と思っていた人たちが、「彼（彼女）がここまでがんばっているのだから、（まだ協力者は5人に満たないけれど）自分も協力してあげよう」と、協力度合いを変化させることも起こりうるのです。バカ者はさまざまな形で協力行動を引き出す存在なのです。

4-6　第三者の意見を活用する―「協力行動の安定状態」を導くための知見④
　限界質量の理論から引き出せる知見の第4は、「限界質量が何％かは事後的にしか分からない」ということです。つまり、予め限界質量を予測することはできないわけですから、賛成が限界質量以下にとどまり、最終結果が「非協力行動の安定状態」に陥る可能性は常に残るわけです。そうした中で最初にアクションを起こすのは、大変勇気がいります。下手すれば、「変わり者」と見なされ、組織の中で浮いた存在になってしまうからです。

こうしたリスクを縮減する術としては、すでに述べたように、「守ってくれる」首長や上司を得るとか、誰もが改革提案をせざるを得なくなるような仕組みもしくは改革提案を提唱することがプラスに評価される仕組みを設けるとか、いろいろなものが考えられます。

しかし、ここでは、最もお手軽で、比較的どこでも参考にできるという点で、住民や専門家（学識経験者、コンサル）といった第三者に代わりに改革提案をしてもらうという方法を推奨したいと思います。

この方法には、住民を含む第三者委員会を設けて意見を提言してもらうという公式上のものが含まれることはもちろんのこと、職場内外での講演会・学習会で専門家に話してもらったり、NPOに意見提言してもらったりというのも含まれます。

「代わりに改革提案してもらう」というと、何だか「やらせ」みたいに聞こえますが、住民や専門家に当人が思ってもいないことを無理やり代弁してもらうわけではありません。地域の実情に合った政策提案や職務改善を行っていくことの大切さを感じている人々との連携・協働と考えるべきでしょう。問題は、そうした人々とのネットワークを普段から構築できているかどうかです。先に言及した「ネットワーク力」の有無がここでも大きく問われることになるのです。

（嶋田暁文）
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� そのためには、次にその相手に会った時により実りのある話ができるよう、常に自分を磨いておく必要があります。たとえば、飲み会の場で毎回同じことばかり話す人とは、また一緒に飲みに行こうとは思わないですよね？それと同様、いつ会っても進歩がまったく見られない人に対して、また会おうとは思わないはずです。「会ってもつまらない」からです。そうなると、せっかくの「出会い」が無駄になってしまいます（参照、木村俊昭『「できない」を「できる！」に変える』実務教育出版、2010年、186～187頁）。


� 以下の説明は、基本的に、山岸俊男『日本の「安心」はなぜ消えたのか？』集英社、2008年、174頁以下に依拠しています。


� 「アドプド・プログラム」という住民による道路清掃活動や、「アーティスト・イン・レジンデンス」の活動などを行っている非営利組織。
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